
（減損会計関係）
１．減損の認識
\ 減損を認識した固定資産の概要 （単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 金 額

減 損 計 上 額

当期損益内臨時
損失

当期損益外減損
損失累計額

事務所 建物 大分県大分市 10¶530¶105 ` 6¶930¶105

土地、建物については、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価
額を用いております。

] 減損の損失に至った経緯
平成22年度に使用を停止したため、減損を認識しております。

２．減損の兆候
\ 減損の兆候が認められた固定資産
{ 減損の兆候が認められた固定資産の概要 （単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 金 額 兆 候 の 概 要

職員住宅 建物 神奈川県横浜市 22¶867¶820
職員住宅の使用状況が50％
を下回っているため。

] 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行った固定資産
{ 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行った固定資産の概要

用 途 種 類 場 所

事 務 所
建物 愛媛県松山市

建物 福岡県北九州市

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 6¶131¶882¶779 6¶131¶882¶779 `

] 未収入金 1¶527¶000¶467 1¶527¶000¶467 `

^ 短期敷金・保証金 6¶720¶066¶608 6¶720¶066¶608 `

_ 未払金 （2¶605¶210¶124） （2¶605¶210¶124） `

` 預り金 （495¶382¶912） （495¶382¶912） `

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

| 減損の兆候はあるが、減損の認識に至らなかった理由
該当する職員住宅は今後も使用する計画があり、継続的に営繕も行っているため、減損の
認識には至りませんでした。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 6¶131¶882¶779円
うち定期預金 19¶719¶975円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（差引）資金残高 6¶112¶162¶804円
２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得
工具器具備品 18¶568¶421円
不要財産の現物による国庫納付
土地・建物 271¶100¶000円

（行政サービス実施コスト計算書関係）
１．引当外賞与見積額の計上方法
引当外賞与見積額については、当事業年度末に在職する役職員について、当事業年度末の賞与
見積額から前事業年度末の賞与見積額を控除して計算しております。
２．引当外退職給付増加見積額の計上方法
\ 退職一時金に係る債務
行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額については、事業年度末
に在職する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積
額を控除した額から、退職者に係る前事業年度末退職給付見積額を控除して計算しております。

] 厚生年金基金に係る年金債務
行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額については、年金債務に
係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除して計算してお
ります。

３．国又は地方公共団体からの出向職員に対しては、当期在職期間における退職手当の増加額を計
算しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
資 産

G G G

\ 現金及び預金、] 未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

| 使用しなくなる日
第三期中期目標期間中（平成24年４月１日～平成27年３月31日）に使用を停止しますが、
具体的な使用停止日は決定しておりません。

} 使用しないという決定を行った経緯及び理由
対日投資・貿易相談ワンストップサービスセンターが所期の事業目的を達成したため、第
三期中期計画において、本事業のために所有していた当該資産の処分が決定されております。

~ 将来使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
具体的な使用停止日が未定であることから、当該資産にかかる、使用しなくなる日におけ
る帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額は算定できません。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
当機構の資金運用は、国債等の取得並びに預金等独立行政法人通則法第47条各号に定める限定
された方法による方針です。また、資金調達は、独立行政法人通則法第45条の規定により、中期
計画に定めた限度額の範囲内で金融機関等からの短期借入金とする方針です。
未収債権等に係る顧客等の信用リスクは、当機構の債権等管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、有価証券は保有しておりません。

�
�


		2012-09-17T22:09:26+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




